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I　山口県人事行政の運営の状況

１ 職員の任免及び職員数等の状況

(1)採用・退職等の状況（令和４年度）

 ア 採用

（注）一般行政職等：下記以外の給料表適用者

　　　医療職：医療職給料表適用者

　　　教育職：教育職給料表適用者

　　　警察職：公安職給料表適用者

　　　技能労務職：現業職給料表適用者

　　　（以下、退職、再任用も区分は同様の区分）

 イ 退職

 ウ 再任用

教育職

警察職

技能労務職

計

138人 116人

1人

627人 143人

区分

一般行政職等

医療職

教育職

警察職

技能労務職

計

区分

一般行政職等

医療職

教育職

警察職

技能労務職

計

区分

一般行政職等

再任用（常勤勤務）

201人

更新

大卒程度 短卒程度 高卒程度

再任用（短時間勤務）

29人

更新

643人

43人 1人

167人946人

3人

459人693人

51人

63人 6人

1人

34人

174人110人

医療職

133人 27人

試験

採用選考 計

計定年退職 応募認定等退職 普通退職

104人 54人 12人 90人 409人

90人 23人

352人

213人

その他

117人 34人 54人 8人

12人 939人

613人

113人

463人 70人 77人

54人 12人 30人

669人

352人

113人

200人

4人4人

保健師
看護師等

警察官

104人
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(2)職員数の状況

 ア 部門別職員数の状況及び主な増減理由（各年度4月1日現在）

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数であり、休職者、派遣者等を含みます。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

 イ 年齢別職員構成の状況（令和5年4月1日現在）

565人

66人

901人

145人

796人

10,953人

3,561人

10,767人

3,546人

119人

40人

116人

34人

民　　生

議　　会

職 員 数 対前年
増減数

企　　業

　　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

3,565人

体制見直しによる減員

1,624

未満

1,656

警察部門

職員数

～

人 人

2,353

△15人

△186人 児童生徒数の減少による減員

△3人

教育部門

△7人 体制見直しによる減員

一般
行政

公営企
業等
会計

そ の 他

24歳 28歳 32歳
～

△1人

主な増減理由

総務企画

税　　務

32人

581人

210人

277人

557人

66人

小　　計 159人 150人

～

△6人 事業進捗による減員

計

44歳

4人 こども・子育て応援体制強化による増員

△5人 体制見直しによる減員

8人 産業脱炭素化推進体制強化による増員

体制見直しによる減員

保健所体制強化による増員

小　　計

農林水産

衛　　生

労　　働

商　　工

土　　木

△4人

△4人

派遣終了による減員

体制見直しによる減員

△1人

906人

8人

56歳

[  20,521人   ］

令和４年度 令和５年度

0人

3,566人

60歳

人 人 人 人 人

以上

人 人 人 人

39歳

体制見直しによる減員

52歳20歳

区　分

48歳

55歳 59歳

20歳

23歳 27歳

1,538

36歳 40歳
～ ～ ～

43歳 47歳

1,490 1,602

人

2,006 2,211

人

859 1,043 18,028

△9人

合　　計
18,239人 △211人18,028人

～ ～

[  20,402人   ］ [△119人］

51歳31歳 35歳

1,520

小　　計 14,514人 14,313人 △201人

特別
行政

～ ～

126

137人

800人

31人

574人

206人

281人

0%

5%

10%

15%

20%

構成比

5年前の構成比
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 ウ　職員数の推移

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

18,239計

10,953

18,080 人

159 人

人

(6.7％)

△ 767 人18,399

150 0

人

一般行政

令和5年

3,578 人 3,526 人 3,565 人

過去５年間
の増減数(率)

（各年４月１日現在）

△ 13 人 (△2.4％)3,515 人 3,540 人

　　　　　　　区　　分

部　門　別

人

人

令和元年 令和2年 令和4年平成30年

10,767 人

150

3,573 人 3,561 人 3,552

令和3年

人 人

人

18,028 人

人 (△6.0％)△ 727

人

17,878 人18,645

人 3,561

人 3,566

教育 11,494 人 11,386 人 11,225 人 11,146

公営企業等会計

18,473 人 18,292 18,245

人

人 3,546警察

普通会計　計 人

人 151

△ 27人 3,559

18,795 人 18,624

(△4.2％)

人151 人 154

△ 767

人 人 (0.1％)

人 人 (△4.1％)人 18,443
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２ 人事評価の状況

(1)人事評価の状況

 ア 知事部局等

 イ 教育委員会

【評価者】
　該当職員の上位級職員

一　般　職　員

【評価者】
　該当職員の上位級職員

実績評価
Ｓ～Ｄの

5段階評価

【評価の内容】
　評価期間中における業務実績等について、評価基準
に照らし評価する。
半期に一度、年2回評価を実施。
　 評価期間：半年（4月～9月、10月～3月）
　 評価基準日：9月1日、2月1日

実績評価
Ｓ～Ｄの

5段階評価

【目的】
　組織の重要課題を踏まえた目標を設定し、
その達成度等を評価することにより、管理職員
の成果責任の明確化と効果的な組織マネジメ
ントに資すること。

【目的】
　客観的な業務実績や執務態度を評価することにより、
職員の職務に対する意欲の向上や中長期的な人材育
成等に資すること。

【評価の内容】
　年度当初に目標を設定し、評価期間中に挙
げた実績を、その達成度により評価する。

　　評価期間：年度（4月～3月）
　　評価基準日：2月1日

能力評価
Aa～Ccの
9段階評価

【目的】
　職務遂行過程を通じて発揮された職員の能力を把握し、的確な評価と指導・助言を行うことによって、
中長期的な人材育成や適切な人事配置等に資すること。
【評価の内容】
　「知識・技能」や「企画・立案力」等10項目について、各職位別に定める一定の基準に照らして、能力
の水準を評価する。
〔評価期間：暦年（1月～12月）、 評価基準日：9月1日〕
【評価者】
　該当職員の上位級職員

一　般　職　員

【目的】
　職務遂行過程を通じて発揮された職員の能力を把握し、的確な評価と指導・助言を行うことによって、
中長期的な人材育成や適切な人事配置等に資すること。
【評価の内容】
　「知識・技能」や「企画・立案力」等10項目について、各職位別に定める一定の基準に照らして、能力
の水準を評価する。
〔評価期間：暦年（1月～12月）、 評価基準日：9月1日〕
【評価者】
　該当職員の上位級職員

　職員の意欲・士気の高揚や能力向上を図ることを目的に、職員の昇任・異動等に当たっての参考資料として活用するた
め、「能力評価」と「実績評価」で構成する人事評価制度を導入しています。人事評価の結果は、昇給や勤勉手当の成績率
に反映する他、職員の昇任・異動等に当たっての参考資料として活用しています。

能力評価
Aa～Ccの
9段階評価

【目的】
　組織の重要課題を踏まえた目標を設定し、
その達成度等を評価することにより、管理職員
の成果責任の明確化と効果的な組織マネジメ
ントに資すること。

種　別 管　理　職　員

【目的】
　客観的な業務実績や執務態度を評価することにより、
職員の職務に対する意欲の向上や中長期的な人材育
成等に資すること。

【評価の内容】
　年度当初に目標を設定し、評価期間中に挙
げた実績を、その達成度により評価する。

　　評価期間：年度（4月～3月）
　　評価基準日：2月1日

種　別 管　理　職　員

【評価の内容】
　評価期間中における業務実績等について、評価基準
に照らし評価する。
半期に一度、年2回評価を実施。
　 評価期間：半年（4月～9月、10月～3月）
　 評価基準日：9月1日、2月1日
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 ウ 警察本部

■　３つの評価

平成２９年１月１日から新たな人事評価制度を導入し、３つの評価により職員一人一人を評価しています。

能力評価

業績評価

総合評価

　職務を遂行するに当たり発揮した能力を評価

　職務を遂行するに当たり挙げた業績を評価

　能力評価及び業績評価の結果に基づき総合的に評価
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３ 給与等の状況

(1)総括

 ア 人件費の状況（普通会計決算）

 イ 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

      ２　職員数については、令和４年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、再任用職員

　　　　（短時間勤務）及び会計年度任用職員を含んでいません。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、

　　　　会計年度任用職員の給与費は含んでいません。

 ウ 給与等の減額措置の状況

（本県独自の取組）

 エ ラスパイレス指数の状況

 (注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

   　 　　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給

   　 　　月額を100として計算した指数。

 

実 質 収 支

％千円

給与費 B/A

区　　分
　　　　　（令和5年1月1日）

千円

対　　象　　者

一人当たり

23.2

人 件 費

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

人 件 費 率

％
４年度

人　

歳 出 額住 民 基 本 台 帳 人 口

３年度の人件費率

22.6747,765,4261,309,651

副知事、公営企業管理者、教育長、常勤の監査委員 給料月額の5％

知事 平成26年4月1日～令和6年3月31日

千円

18,080 77,789,685 13,856,584

千円

169,287,723

区　　分

千円

29,780,084
４年度

　　　　　千円

　　　　　　Ａ 職員手当

　　　　　　Ａ

千円

20,737,707

千円

　　計　　Ｂ

人

6,716

平成26年4月1日～令和6年3月31日

（参考）

期末・勤勉手当

期　　間

121,426,353

減 額 の 割 合

給料月額の10％

職員数

給　 料

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

100.2 99.899.3 100.0 
98.9

99.9
99.0 99.8

90

95

100

105

110

115

山口県 都道府県平均

(R3.4.1)(R2.4.1)(H31.4.1) (R4.4.1)(H31.4.1) (R2.4.1) (R3.4.1)(R4.4.1)
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      ※　令和４年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年

   　 　　連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

 オ 給与改定の状況
①月例給

　　　　　　　

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した
　　　平均給与月額です。

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　　　　　

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期
　　　末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

 カ　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　］

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。若年層は据置き、高齢層は

　　　　最大４％程度の引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）

　　　　を実施。　　　

　　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）　国基準（周南市３％）に対し、県内に在勤する職員に対して０．１５％を支給。

（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。給与制度の総合的見直しによるものではなく、平成２７年度の

　　　　　　　人事委員会勧告に基づくものであり、平成２７年４月に遡及して支給。

（参考）

③その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

(2)職員の平均給与月額、初任給等の状況

 ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和5年4月1日現在）

（ア)一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

359,741 0.30358,602 0.32
４年度

(  0.32％  )
0.32

月 月

国基準による支給割合

平均年齢

0.15%0.15%0.15%

人事委員会の勧告
給　与　改　定　率

（参考）

区　　分
人事委員会の勧告

年間支給月数

４年度
月 月 月

区　　分

（参考）
民間の支給 公務員の 較差 勧　告 国　の　年　間

割合　　　　　A 支給月数　　B A-B （改定月数） 支　給　月　数

較差

－

4.40

山口県 43.2 395,689

4.40

322,901

404,015

B A-B （改定率）

山口県の支給割合

令和２年
度の支給

割合

令和３年
度の支給

割合

令和４年
度の支給

割合

3%

4.40

区　　分
平均給与月額

（国比較ベース）

円 ％ ％ ％

勧　告 国　の　改　定　率
A

円 円

348,062

国

公務員給与民間給与

3% 3%

平均給料月額

月

42.4 322,487

1,139

平成２６年
度の支給

割合
４月１日

時点
遡及改定後

平成27年度の支給割合
平成28年
度の支給

割合

0.10

平成29年
度の支給

割合

平成30年
度の支給

割合

令和元年
度の支給

割合

4.30 0.10

平均給与月額

0%

3% 3%

0.15%0%

3%

0.15%

3%

0.15% 0.15% 0.15%

3% 3% 3%

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給

割合の見直し等に取り組むとされています。
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（イ)高等（特別支援・専修）学校教育職

歳 円 円

（ウ)小・中学校教育職

歳 円 円

（エ)警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和５年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な

　　　　どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも　

　　　　のです。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手

　　　　当等を除いたもの）で算出しています。

 イ 職員の初任給の状況（令和5年4月1日現在）

円 円

円 円

円

円

円 円

円 円

 ウ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和5年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

大　学　卒

392,179

343,788

380,471

区　　　分

大　学　卒 216,500 214,900

警察職

420,591

413,642

395,405

392,921

－

高　校　卒 185,700 178,000

経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

大　学　卒 260,484 361,763 400,428

小・中学校教育職 大　学　卒

318,467

区　　分

394,639

－

373,600

426,932

403,526

小・中学校教育職

山　　　　口　　　　県 国

399,110

368,060

平均給与月額平均給料月額

区　　分 平均年齢

山口県 43.5

平均給与月額

大　学　卒

平均年齢

（国比較ベース）

351,889山口県 38.9 433,304

国 41.6 323,004

区　　分

高　校　卒 159,700 154,600

高　校　卒

山口県 47.4 420,847

324,480

平均給料月額

一般行政職

436,288

経 験 年 数 ２ ５ 年

大　学　卒

215,200

区　　　分

一般行政職

192,800 185,200

平均年齢

高等学校教育職 大　学　卒

経 験 年 数 ３ ０ 年

平均給料月額 平均給与月額

342,842

356,932

310,221

215,200 －

356,049

平均給与月額

316,825

268,412

408,736
警察職

231,168

382,749

269,092大　学　卒

高　校　卒

高等学校教育職
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(3)一般行政職の級別職員数等の状況

 ア 一般行政職の級別職員数等の状況（令和5年4月1日現在）

（注）１　山口県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

６　　級 本庁課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

454 11.1

３　　級 主任

　　　　　　　　人
２　　級 係員

　　　　　　　　人

職員数

７　　級 本庁部次長

　　　　　　　　人

構成比

５　　級

８　　級 局長、理事
　　　　　　　　人

1.7

　　　　　　　　％

21 0.5

相当困難主査
　　　　　　　　％

１　　級
444 10.8

　　　　　　　　％

1,138 27.8

４　　級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

694 16.9

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

641 15.7

69

10

係員

９　　級
0.2

区　　分 標準的な職務内容

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

本庁部長

625 15.3

1級 10.8% 1級 11.2% 1級 8.9%

2級 11.1% 2級 9.8%
2級 8.9%

3級 27.8% 3級 28.0%
3級 28.1%

4級 16.9% 4級 17.7%
4級 19.0%

5級 15.3% 5級 15.7% 5級 16.3%

6級 15.7% 6級 15.3% 6級 16.7%
7級 1.7% 7級 1.6% 7級 1.5%

8級 0.5% 8級 0.4% 8級 0.3%9級 0.2% 9級 0.3% 9級 0.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和５年度の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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 イ 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和5年4月1日現在）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

国10級
山口県（R5）

国家公務員（R5)

（百円）

給

料

月

額

昇 給

令和５年４月１日時点

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級

国３級

国２級

国１級

県１級

県３級

県２級

県５級

県４級

県７級

県６級

県８級

県９級
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 ウ 昇給への人事評価の活用状況

(4)職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円　

（4年度支給割合） （4年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15、25％ ・管理職加算 15、25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

 ○ 勤勉手当への人事評価の活用状況

 イ 退職手当（令和5年4月1日現在）

勤続２０年 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算) 　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

支給実績が
ある成績率

　　上位、標準、下位の成績率 ○

支給可能な
成績率

○

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

　活用予定時期

22,152

(0.95)

○ ○

○

令和4年度中における運用

　　標準の区分のみ（一律）

－

　　上位、標準の成績率

イ.　人事評価を活用している

2.00 2.40 2.00

山　　　　　　　口　　　　　　　県

(0.95)(1.35) (1.35)

1,998

24.586875

33.27075

47.709

2.40

（支給率）   自己都合   応募認定・定年

令和4年4月2日から令和5年4月1日
までにおける運用

　　標準、下位の成績率

　活用している成績率

ロ.　人事評価を活用していない

　　標準の成績率のみ（一律）

自己都合   応募認定・定年

47.709

24.586875

33.27075

19.6695月分

28.0395月分

39.7575月分

ロ.　人事評価を活用していない

47.709

47.709

19.6695月分

28.0395月分

山　　　　　　　口　　　　　　　県 国

（支給率）

39.7575月分

47.709月分

○

　活用している昇給区分

○

管理職員 一般職員

１人当たり平均支給額（令和4年度）

○ ○

　　上位、標準の区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

　　標準、下位の区分

○

○

　活用予定時期

1,675

管理職員 一般職員

　　上位、標準、下位の区分

国

47.709月分

イ.　人事評価を活用している ○
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 ウ 地域手当（令和5年4月1日現在）　

千円

　　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ ％

（注）　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の

　　 支給率です。  　  

 エ 特殊勤務手当（令和5年4月1日現在）

千円

円

％

種類

千円

23 20

914,607

22 16

10

0 3

6

(1) 狂犬病予防法に基づく野犬等の捕
獲等の業務、家畜伝染病発生時の伝
染性疾病に感染した動物の取扱等の
業務等

平　均　支　給　率

医 師

0

8,912

支給率

20

16

支給職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算）

10

福祉業務手当

税務課、県税事務所に勤務
する職員

北 九 州 市

支給実績（令和4年度決算） 161,394

0 16

910

10

大 阪 市 7 16

0.15

3

16

福 津 市

京 都 市

つ く ば 市

10 10

16 1 16

3

3

0.15

岡 山 市 1

福 岡 市

(1) 精神保健福祉法に基づく調査、立
会、護送、指導、看護等の業務

0

0.3

支給実績（令和4年度決算） 914,607

福祉に関する現業業務

県税の賦課、徴収に関する業務

(1)日額　300円

日額　300円

衛生検査手当

(2)日額　850円

手当の種類

40.7

124,048

感染症防疫等業務手当

(2) 感染症法に基づく質問・調査

(3) 動物の治療、処分、飼育管理

福祉事務所等に勤務する職員

種雄牛馬取扱手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和4年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算）

(1)日額　300～4,000円

17

手当の名称

16,301山 口 県 内に在勤 する 職員

精神保健福祉業務手当

税務手当

0.00

16

主な支給対象業務
支給実績

（4年度）決算

0.2 －

上 記 以 外 の 市 町 村

周 南 市 1,500 3

9 0

仙 台 市 0

広 島 市 5

東 京 都 特 別 区

主な支給対象職員

0 10

10

豊 田 市

6

(2)日額　300円

(3)日額　850円

支給対象地域（職種） 支給対象職員数 国の制度（支給率）

(2) 精神保健及び精神障害者福祉に
関する相談、指導等に関する業務

(2) 精神保健福祉センターに
勤務する職員

(1) 右の業務を行った職員

(2) 保健所に勤務する職員

(3) 動物愛護センターに勤務
する獣医師

(1) 保健所の試験検査課勤務
職員

左記職員に対する支給
単価

日額　650円

日額　650円

種雄牛馬の自然交配、精液の採取等
のための種雄牛馬を御する作業

(1)日額　300円

(2)日額　300円

(1) 保健所等に勤務する職員

(2) 保健所に勤務する非専任
のと畜検査員、食鳥検査員

(1) 病理細菌検査、環境衛生・食品衛
生等の試験検査

(2) と畜検査、食鳥検査

農林総合技術センターに勤務
する職員
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 オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

　　　ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

支給実績（令和3年度決算）

用地交渉手当

支給実績
（4年度）決算

(1) 高圧ガス保安法の規定に基づいて
行う完成検査、立入検査等の業務

(5) 水産事務所等に勤務する
職員

(3) 司法警察員の業務及びけん銃訓練

土木建築部に勤務する職員

(1) 総務部消防保安課に勤務
する職員

(2) 保健所等に勤務する職員

(6) 回転翼航機に搭乗して行う作業

土木建築工事等の施行に伴う土地等
の取得、使用、損失の補償のための交
渉の業務

道路上作業手当

主な支給対象職員

道路整備課、土木事務所に
勤務する職員

災害応急作業等手当

日額　650円

教育業務連絡指導手当

添削指導手当

教育職給料表（一）又は（二）
の１級、２級の者

公立の小学校又は中学校に
勤務する教育職員

教育職員

職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算） 442

(5)日額　300円
（常時乗り組む職員　500
円）

(6) 防災危機管理課に勤務す
る職員

(4) 傾斜地等において行う特殊自動車
の運転作業

(5) 漁業取締船に乗船して行う漁業取
締作業

(3) 健康福祉部薬務課に勤務
する職員

通信教育を担当する職員以
外の教育職員

小学校､中学校等に勤務する
主任等

警察本部、警察署に勤務する
職員

特殊現場作業手当

(2) 廃棄物の投棄されている場所にお
いて行う原状回復作業及び廃棄物の
性状調査

(4) 農林総合技術センターに
勤務する職員

１時間　120円
（トンネル坑内　130円）

(4)日額　2,700円

(5)日額　900円

２又は３の学年の児童等で編制されて
いる学級を担当し、当該学級で行う授
業、指導

警察作業手当

(6)
 搭乗１時間　1,900円
 降下日額　  　870円

右の業務を行った職員

右の業務を行った職員

多学年学級担当手当

兼務手当

(1) 非常災害時等の緊急の防災等の
業務

(5) 入学試験監督業務

職員１人当たり平均支給年額（令和3年度決算） 441

教員特殊業務手当 (1)日額　7,500～8,000
円

(2)日額　5,100円

(3)日額　5,100円

支給実績（令和4年度決算）

授業１時間につき1,300
円の範囲内

学習報告書　１通　160
円

教育に関する他の職を兼ね、当該職に
係る授業に従事した時

通信教育の添削指導

3,420,275

3,408,557

高所、深所、トンネル坑内等での調査、
保守等の作業

(2) 修学旅行等引率指導業務

(3) 対外運動競技等への引率指導業
務

日額　200円

(4)１時間　100～120円

日額　230～20,000円

日額　290円

高所等作業手当

教務等についての連絡調整、指導助
言

犯罪の予防・捜査・被疑者の逮捕作
業、交通取締作業、爆発物処理等特
に危険な作業等

(4) 部活動指導業務

異常な自然現象により重大な災害が発
生した場合に県の管理する河川の堤
防等において行う業務

交通を遮断することなく行う道路の維
持又は修繕の作業

左記職員に対する支給
単価

主な支給対象業務手当の名称

(3)日額　1,500円

巡回監視　日額　480円
応急作業　日額　730円

日額　300円

(1)日額　300円

(2)日額　300円
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 カ その他の手当（令和5年4月1日現在）

円

円

円

円

円

【職員が自ら居住する
借家】
(1) 家賃が月額27,000円以下
→ 家賃の月額から
　16,000円を控除した額
(2) 家賃が月額27,000円超
→ 家賃の月額と27,000円
　との差額の2分の1を
　11,000円に加算した額
（最高支給限度額：28,000円）

祝日法による休日等又は年末年始の休日等
において、正規の勤務時間として勤務した職
員に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の35％増の額

休日勤務手当

管理職員特別勤務手
当

国 の 制
度 と の
異 同

円千円同

手　当　名

613,687

管理職手当受給職員等が、臨時又は緊急の
必要により週休日等に勤務した場合に支給
＜週休日等＞
　 勤務１回につき4,000～12,000円
　（６時間超勤務：150/100 を乗じた額）
＜週休日等以外の日(午前0時から午前5時)＞
　 勤務１回につき2,000～6,000円

同

異

国 の 制 度 と
異 な る 内 容

（令和4年度決算） り平均支給年額

円

（令和4年度決算）

支給実績

【職員が自ら居住する借家】
(1) 家賃が月額23,000円以下
→ 家賃の月額から12,000円を控除した額

円
(2) １箇月当たりの運賃の額が70,000円超
→ 70,000円を超える額の2分の1に70,000円を
加算した額

【自動車等使用（自転車を除く）】
通勤距離が2㎞以上4㎞未満の場合2,000円、
以下距離に応じて加算
（最高支給限度額：通勤距離が98㎞以上の場
合54,500円）

【自動車等使用】
使用距離に応じ2,000
～31,600円

同

扶養手当

(1) 配偶者：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

307,753

千円 98,825

住居手当

異

管理、監督の地位にある職員（本庁部課長、
出先機関の長等）に対して支給
→ 職員の属する級及び管理職手当区分に応
じ33,000～130,000円

同

407,014

313,098

異動によりやむを得ず単身で生活することと
なった職員に対して支給
→ 基礎額30,000円に職員の住居から家族の
住居までの距離に応じて最高70,000円を加算

同

28,165

436,167

1,135,205

1,837,561 250,417

210,019

587,193

内容及び支給単価

(2) 家賃が月額23,000円超
→ 家賃の月額と23,000円との差額の
2分の1を11,000円に加算した額
（最高支給限度額：27,000円）

139,254

1,700,747異

【交通機関利用】
運賃負担額に応じ支
給
最高支給限度額
月額55,000円

2,118,606

(2) 満22歳年度末までの子：10,000円

単身赴任手当

手当額
46,300～139,300円

千円

千円

千円

千円

(3) その他の扶養親族：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

【配偶者等が居住する借家】
職員が自ら居住する場合の借家に係る手当額
の2分の1に相当する額

千円

千円

宿日直手当
宿日直勤務をした職員に対し支給
→ 勤務の内容に応じ4,400～7,400円

通勤手当

【交通機関利用】
(1) １箇月当たりの運賃の額が70,000円以下
→ 定期券又は回数券の価額
（最も経済的かつ合理的なもの）

管理職手当

支給職員１人当た

691,355
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夜間勤務手当
正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の25％

同

同

国 の 制
度 と の
異 同

小中学校、高等学校、特別支援学校に勤務す
る教育職員に対し支給
→ 級号給に応じて2,000～8,000円

支給職員１人当た

千円

支給実績

同

定時制通信教育手当

義務教育等教員特別
手当

＜獣医師＞
制度なし

1,162,967

産業教育手当

手　当　名 内容及び支給単価 （令和4年度決算） り平均支給年額

（令和4年度決算）

特地勤務手当

実習を伴う農業等に関する科目を主として担
任する教育職員に対し支給
→ 給料月額の5%

国 の 制 度 と
異 な る 内 容

山間地、離島その他生活不便地に所在する小
中学校等に勤務する学校職員に対し支給
→ 級地に応じ給料等の4～20％

初任給調整手当

へき地手当

定時制・通信教育に従事する教育職員に対し
支給
→ 給料月額の5～10%
　　（管理職手当受給者は4～8％）

離島その他の生活の著しく不便な地域に勤務
する職員に対し支給
→ 級地に応じ給料等の4～16％

医師、歯科医師又は獣医師たる職員で採用困
難なものに対して支給
＜医師又は歯科医師＞
　 採用後35年以内の期間、免許取得からの経
過年数に応じた額
（最高支給額：月額414,800円）
＜獣医師＞
　 採用後１年間は月額30,000円。以降、毎年
3,000円ずつ逓減

農林漁業普及指導手
当

普及事務を行う普及指導員に対し支給
→ 給料月額の6％

（初任給調整手当、特

地勤務手当、夜間勤務

手当、農林漁業普及指

導手当、へき地手当、

義務教育等教員特別

手当、産業教育手当、

定時制通信教育手当

の合計）
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(5)特別職の報酬等の状況（令和5年4月1日現在）

円 （ 円）

円 （ 円）

円 ( 円）

円 ( 円）

円 ( 円）

月分

月分

円

円

　　　(注）１　給料、報酬及び期末手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                          

　　 　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）                                   

 　          勤めた場合における退職手当の見込額です。  

(6)公営企業職員の状況

 ア 工業用水道事業

（ア)職員給与費の状況（決算）

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含んでいません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含んでいません。

      ２　職員数については、令和５年３月３１日現在の人数です。

      ３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、

      　会計年度任用職員を含んでいません。

（イ)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和5年4月1日現在）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。

知 事

　　　　千円

議 員 840,000 840,000

人

円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ
区　　分

職員数

千円 ％ ％

職員手当

　（支給時期）

　　　　　　Ｂ／Ａ

給料月額× 在職月数× 0.40 19,584,000

　　　　　　区　　分

95,212

副 議 長

千円

74 300,921

４年度

3.30

3.30

区 分

千円 千円

副 知 事 969,000 1,020,000

1,161,000 1,290,000

　質収支

議 長

期
末
手
当

退
職
手
当

知 事 　　（令和4年度支給割合）

5,915,115

千円

　　（算定方式） 　（１期の手当額）

給料月額× 在職月数× 0.50 30,960,000 任期毎又は通算

　　　　　千円

円

　　計　　Ｂ

千円

Ａ  Ｂ　

7,074127,339

680,271

給与費　　  B/A

12.3

582,556

523,472

副 議 長 880,000

議 員

351,088

平　均　年　齢 基本給 平均月収額

山 口 県 44.4 歳

４年度

給　 料

める職員給与費比率

任期毎又は通算

総費用に占める

給

料

知 事

区　　分

総費用 純損益又は実

議 長 980,000

期末・勤勉手当

698,836

副 知 事

職員給与費

備　　　　　考

職員給与費比率

11.8

給　　　　　　　　料　　　　　　　　月　　　　　　　　額　　　　　　　　等

　　（令和4年度支給割合）

報

酬

980,000

880,000

副 知 事

３年度の総費用に占
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（ウ)職員の手当の状況

　ａ 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（4年度支給割合） （4年度支給割合）

　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15、25％ ・管理職加算 15、25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　ｂ 退職手当（令和5年4月1日現在）

勤続２０年 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算) 　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　山口県（工業用水道事業）の退職手当の1人当たり平均支給額は、過去３年間に退職した職員に支給された

　　　平均額です。

　ｃ 地域手当（令和5年4月1日現在）

千円

　　円

％ 人 ％

　ｄ 特殊勤務手当（令和5年4月1日現在）

千円

％

種類

47.709

山 口 県 （ 工 業 用 水 道 事 業 ）

33.27075 28.0395月分

危険作業手当

用地交渉手当

手当の名称

利水業務手当

感染症防疫等業
務手当

１人当たり平均支給額（令和4年度）

47.709月分

１人当たり平均支給額（令和4年度）

47.709 47.709月分 47.709

支給率

24.586875

28.0395月分

19.6695月分

- 21,630

自己都合   応募認定・定年 （支給率）   自己都合

1,721 1,675

支給対象職員数

山 口 県

  応募認定・定年

39.7575月分 47.709

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務
支給実績

（4年度）決算

支給職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算）

2.00

主な支給対象職員

右の業務を行った職員

   円

33.27075

39.7575月分

22,152

支給実績（令和4年度決算）

1,998

24.586875 19.6695月分

(1.35)

74

479

6,481

一般行政職の制度（支給率）

右の業務を行った職員

(1.35) (0.95)

手当の種類

0.15

支給職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算）

事故又は災害が発生した現場施設で行
う応急作業等

日額　480～730円
(日没から日出間は50%加算)

(0.95)

山 口 県

右の業務を行った職員

右の業務を行った職員

支給対象地域（職種）

4

2.40 2.00

1,454

支給実績（令和4年度決算）

（支給率）

2.40

31,611

土木建築工事等の施行に伴う土地等の
取得、使用、損失の補償のための交渉
業務

特別高圧、高圧の活線作業、活線近接
作業、高所作業又は深所作業等の業務

山 口 県 （ 工 業 用 水 道 事 業 ）

山 口 県 内に在勤 する 職員 0.15

家畜伝染病発生時の伝染性疾病に感
染した動物の取扱等の業務

1,454 千円

日額　650円

日額　300～4,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和4年度） 62.1

１時間　120～130円
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　ｅ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の

　　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

　　 ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。　　

　ｆ その他の手当（令和5年4月1日現在）  

円

円

同 － －

支給実績一 般 行 政 職
の制度と異な
る 内 容

単身赴任手当

32,248

異動によりやむを得ず単身で生活することと
なった職員に対して支給
→ 基礎額30,000円に職員の住居から家族の
住居までの距離に応じて最高70,000円を加算

同

特地勤務手当
離島その他の生活の著しく不便な地域に勤務
する職員に対し支給

職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算） 489

支給実績（令和3年度決算）

管理職手当 763,200

千円

266,105(2) 満22歳年度末までの子：10,000円

初任給調整手当

千円

住居手当

同

支給実績（令和4年度決算） 30,787

同

(3) その他の扶養親族：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

一般行政職の
制度との異同

＜手当額＞

33,000～
130,000円

(1) 配偶者：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

扶養手当

512

【自動車等使用（自転車を除く）】
通勤距離が2㎞以上4㎞未満の場合2,000円、
以下距離に応じて加算
（最高支給限度額：通勤距離が98㎞以上の場
合54,500円）

り平均支給年額

16,922

特殊な専門的知識を必要とし、かつ、採用によ
る欠員の補充について特別の事情があると認
められる職に新たに採用された職員に対して
支給

【配偶者等が居住する借家】
職員が自ら居住する場合の借家に係る手当額
の2分の1に相当する額

【職員が自ら居住する借家】
(1) 家賃が月額23,000円以下
→ 家賃の月額から12,000円を控除した額

職員１人当たり平均支給年額（令和3年度決算）

手　当　名

7,632

支給職員１人当た

内容及び支給単価

管理、監督の地位にある職員（局長、本局課
長、事業所長等）に対し支給
→ 職員の属する級及び管理職手当区分に応
じ　51,000円～130,000円

同

同

(2) １箇月当たりの運賃の額が70,000円超
→ 70,000円を超える額の2分の1に70,000円を
加算した額

【交通機関利用】
(1) １箇月当たりの運賃の額が70,000円以下
→ 定期券又は回数券の価額
（最も経済的かつ合理的なもの）

－

295,700

260,333通勤手当 円

円

千円

（令和4年度決算）

－

（令和4年度決算）

円
(2) 家賃が月額23,000円超
→ 家賃の月額と23,000円との差額の
2分の1を11,000円に加算した額
（最高支給限度額は27,000円）

同 6,210

千円11,443

418 千円 418,000
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円

円

 イ 電気事業

（ア)職員給与費の状況（決算）

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含んでいません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含んでいません。

      ２　職員数については、令和５年３月３１日現在の人数です。

      ３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、

      　会計年度任用職員を含んでいません。

（イ)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和5年4月1日現在）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。

区　　分
　　計　　Ｂ

7,109

職員給与費 総費用に占める

千円 千円

176,759

　　　　　　区　　分

円

73,669

平　均　年　齢 基本給

573,747

４年度

305,699

％

1,359,180

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

千円 千円人 　　　　　千円

17

手　当　名

支給職員１人当た

り平均支給年額

（令和4年度決算）

一般行政職の
制度との異同

給与費　　  B/A

４年度
千円

　　　　千円 ％

区　　分

総費用

千円

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　質収支 職員給与費比率

純損益又は実

一 般 行 政 職
の制度と異な
る 内 容

399,247 29.4 29.6

３年度の総費用に占

661,653

管理職員特別勤務手
当

－

平均月収額

山 口 県 43.7 歳 351,991 円

43 178,670 53,360

管理職手当受給職員等が、臨時又は緊急の
必要により週休日等に勤務した場合に支給
＜週休日等＞
　 勤務１回につき4,000～12,000円
　（６時間超勤務：150/100 を乗じた額）
＜週休日等以外の日(午前0時から午前5時)＞
　 勤務１回につき2,000～6,000円

同

宿日直手当
宿日直勤務をした職員に対し支給
→ 勤務の内容に応じ4,400～7,400円

同 19,850 千円

夜間勤務手当
正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の25％

同 －

祝日法による休日等又は年末年始の休日等
において、正規の勤務時間として勤務した職
員に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の35％増の額

同 － －

（令和4年度決算）

休日勤務手当

内容及び支給単価

支給実績

千円 17,000
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（ウ)職員の手当の状況

　ａ 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（4年度支給割合） （4年度支給割合）

　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15、25％ ・管理職加算 15、25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　ｂ 退職手当（令和5年4月1日現在）

勤続２０年 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算) 　定年前早期退職特例措置(2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

　　　平均額です。

　ｃ 地域手当（令和5年4月1日現在）

千円

　　円

％ 人 ％

　ｄ 特殊勤務手当（令和5年4月1日現在）

千円

％

種類

647 千円

日額　480～730円
(日没から日出間は50%加算)

主な支給対象職員

１人当たり平均支給額（令和4年度）

1,713 1,675

土木建築工事等の施行に伴う土地等の
取得、使用、損失の補償のための交渉
業務

24.58687519.6695月分

日額　650円

手当の名称

（支給率） 自己都合   応募認定・定年 （支給率）   自己都合

39.7575月分 47.709

28.0395月分 33.27075 28.0395月分 33.27075

39.7575月分 47.709

山 口 県 （ 電 気 事 業 ）

(0.95)

山 口 県

19.6695月分 24.586875

47.709月分

支給実績
（4年度）決算

１時間　120～130円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和4年度）

（注）　山口県（電気事業）の退職手当の1人当たり平均支給額は、過去３年間に退職した職員に支給された

支給実績（令和4年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算）

用地交渉手当

感染症防疫等業
務手当

右の業務を行った職員
家畜伝染病発生時の伝染性疾病に感
染した動物の取扱等の業務

左記職員に対する支給単価

右の業務を行った職員
特別高圧、高圧の活線作業、活線近接
作業、高所作業又は深所作業等の業務

47.709

主な支給対象業務

47.709月分 47.709

山 口 県 （ 電 気 事 業 ） 山 口 県

１人当たり平均支給額（令和4年度）

(0.95) (1.35)

  応募認定・定年

2.40 2.00 2.40 2.00

(1.35)

55.6

手当の種類 4

   円

利水業務手当

危険作業手当

支給対象地域（職種） 支給率 支給対象職員数

山 口 県 内に在勤 する 職員 0.15 42

一般行政職の制度（支給率）

288

6,388

右の業務を行った職員

日額　300～4,000円

0.15

2,638 21,556 1,998 22,152

支給実績（令和4年度決算） 647

支給職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算） 25,888

右の業務を行った職員

事故又は災害が発生した現場施設で行
う応急作業等
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　ｅ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の

　　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

　　 ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。　　

　ｆ その他の手当（令和5年4月1日現在）  

円

250,893 円千円

－

【交通機関利用】
(1) １箇月当たりの運賃の額が70,000円以下
→ 定期券又は回数券の価額
（最も経済的かつ合理的なもの）

同 10,538

同

円

特地勤務手当 －

－ －

4,328 千円

特殊な専門的知識を必要とし、かつ、採用によ
る欠員の補充について特別の事情があると認
められる職に新たに採用された職員に対して
支給

同 － －

異動によりやむを得ず単身で生活することと
なった職員に対して支給
→ 基礎額30,000円に職員の住居から家族の
住居までの距離に応じて最高70,000円を加算

同単身赴任手当

【自動車等使用（自転車を除く）】
通勤距離が2㎞以上4㎞未満の場合2,000円、
以下距離に応じて加算
（最高支給限度額：通勤距離が98㎞以上の場
合54,500円）

初任給調整手当

(2) １箇月当たりの運賃の額が70,000円超
→ 70,000円を超える額の2分の1に70,000円を
加算した額通勤手当

288,553
(2) 家賃が月額23,000円超
→ 家賃の月額と23,000円との差額の
2分の1を11,000円に加算した額
（最高支給限度額は27,000円）

【配偶者等が居住する借家】
職員が自ら居住する場合の借家に係る手当額
の2分の1に相当する額

住居手当

【職員が自ら居住する借家】
(1) 家賃が月額23,000円以下
→ 家賃の月額から12,000円を控除した額

（令和4年度決算）

797,143

支給実績

同

支給職員１人当た

円(2) 満22歳年度末までの子：10,000円

離島その他の生活の著しく不便な地域に勤務
する職員に対し支給

手　当　名 内容及び支給単価 （令和4年度決算） り平均支給年額

14,639

職員１人当たり平均支給年額（令和3年度決算）

(3) その他の扶養親族：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

407

管理、監督の地位にある職員（局長、本局課
長、事業所長等）に対し支給
→ 職員の属する級及び管理職手当区分に応
じ　51,000円～130,000円

管理職手当

7,578 千円 360,857同

一般行政職の
制度との異同

一 般 行 政 職
の制度と異な
る 内 容

支給実績（令和4年度決算） 11,374

同
＜手当額＞

33,000～
130,000円

5,580 千円

扶養手当

(1) 配偶者：6,500円
　　（行政職給料表8級　3,500円）
　　（行政職給料表9級　支給しない）

職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算） 299

支給実績（令和3年度決算）
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円

円

                                                   

支給職員１人当た

手　当　名

18 千円

同 650,460

管理職手当受給職員等が、臨時又は緊急の
必要により週休日等に勤務した場合に支給
＜週休日等＞
　 勤務１回につき4,000～12,000円
　（６時間超勤務：150/100 を乗じた額）
＜週休日等以外の日(午前0時から午前5時)＞
　 勤務１回につき2,000～6,000円

同

一般行政職の
制度との異同

一 般 行 政 職
の制度と異な
る 内 容

内容及び支給単価 （令和4年度決算） り平均支給年額

正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員
に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の25％

同

支給実績

－ －

休日勤務手当

祝日法による休日等又は年末年始の休日等
において、正規の勤務時間として勤務した職
員に対し支給
→ 勤務１時間当たりの給与額の35％増の額

－－

管理職員特別勤務手
当

千円

夜間勤務手当

13,009
宿日直勤務をした職員に対し支給
→ 勤務の内容に応じ4,400～7,400円

宿日直手当

同

（令和4年度決算）

9,000
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４ 勤務時間その他の勤務条件

(1)一般職員の勤務時間

　令和５年４月１日現在における一般職員の勤務時間及び休憩は次のとおりです。

(2)年次有給休暇

(3)特別休暇等

(4)介護休暇

年５日以内

連続して７日以内

産前８週間から産後８週間

災害による住居の滅失又は損壊

選挙権その他公民としての権利行使

（注）　小中学校職員を除く。

　　 に定めています。　

一週間の勤務時間

38時間45分

（注）　公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要のある職員の勤務時間については、各任命権者が別

　負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産など条例や規則で定める事由に該当する場合には、特別休暇等を
付与しています。

７日以内

３日以内

１日１時間以内

職員の妻の出産

区　　　分 付与日数

開始時刻 終了時刻

１４日以内

病気休暇

妊婦の通勤緩和

子（中学校卒業前）の看護

（短期）介護休暇

8:30 17:15 12:00～13:00

特別休暇

１日

  年次有給休暇は、一年ごとに２０日付与され、残日数は２０日を限度に翌年に繰り越すことができます。
　令和４年の年次有給休暇の取得状況は次のとおりです。

１日２回、各４５分以内

５日以内（対象となる子が２人以上いる場合は１０日以
内）

忌引

妊産婦の健康診断

５日以内（対象となる親族が２人以上いる場合は１０日以
内）

１０日以内

月３日以内

必要と認められる期間

証人等としての裁判所等への出頭

骨髄移植のための骨髄液提供

ボランティア活動

職員の結婚

職員の分べん

育児（生後１年６月に達しない子）

休憩時間

生理日

５日以内

取得者数

災害による交通遮断等

12.8日

11人

療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必要最低限の期間

不妊治療 ６日以内

男性職員の育児参加

必要と認められる期間

父母、配偶者、子の祭日

区分

妊娠障害

　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷又は老齢により介護をするため勤務しないことが相当であると認められ
る場合は、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（指定期間）で取得することが可能です。
　令和４年度の介護休暇の取得状況は次のとおりです。

必要と認められる期間

令和4年 平均使用日数

男性職員

女性職員

計

4人

7人
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(5)介護時間

(6)子育て支援部分休暇

女性職員

取得者数

計

　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷又は老齢により介護をするため勤務しないことが相当であると認められ
る場合は、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内において、１日を通じ、２時間の
範囲内で取得することが可能です。
　　　令和４年度の介護時間の取得状況は次のとおりです。

37人

男性職員

女性職員

計 4人

区分

　職員が小学校（第１学年から第３学年までに限る。）に就学している子を養育するため勤務しないことが相当であると認め
られる場合は、１日を通じ、２時間の範囲内で取得することが可能です。
　令和４年度の子育て支援部分休暇の取得状況は次のとおりです。

男性職員 0人

37人

取得者数区分

2人

2人

24



５ 職員の休業の状況 

(1)自己啓発等休業

(2)育児休業等

(3)配偶者同行休業

　職員が３歳に満たない子を養育するため、当該子が３歳に達する日まで、育児のために休業等をすることが認められる制度で
す。
　令和４年度の育児休業及び部分休業の取得状況は次のとおりです。

男性職員

計

女性職員

　公務の運営に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときに、大学等
課程の履修又は国際貢献活動のための休業をすることが認められる制度です。
　令和４年度の自己啓発等休業の取得状況は次のとおりです。

　公務の運営に支障がないと認められる場合に、職員が外国で勤務等をする配偶者に同行するため、休業をすることが認めら
れる制度です。
　令和４年度の配偶者同行休業の取得状況は次のとおりです。

取得者数

うち国際貢献活動取得者数 うち大学等課程の履修

305人　　　　　 147人　　　　　

103人　　　　　 6人　　　　　

408人　　　　　 153人　　　　　

育児休業取得者数

計

男性職員

女性職員

（注）　取得者数は令和４年度に新たに育児休業等を取得した数を示している。

1人　　　　　

0人　　　　　

1人　　　　　

（注）　取得者数は令和４年度に新たに配偶者同行休業等を取得した数を示している。

2人　　　　　

男性職員

（注）　取得者数は令和４年度に新たに自己啓発等休業を取得した数を示している。

1人　　　　　 1人　　　　　 0人　　　　　

2人　　　　　0人　　　　　2人　　　　　

3人　　　　　 1人　　　　　

女性職員

計

部分休業取得者数
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６ 分限及び懲戒処分の状況 

(1)分限処分者数

(2)懲戒処分者数

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の
あった場合

降　給

勤務実績が良くない場合

休　職

9人

370人

合　計

合　　計

免　職

心身の故障の場合 368人

合　計

11人

2人

368人

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場
合

2人

戒告 減給 停職

合　　計

22人4人 4人 8人 6人

　懲戒処分とは、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し若しくは職務を怠った場合、又は全体の奉仕者たるにふさ
わしくない非行のあった場合、地方公務員法第２９条の規定に基づき、戒告、減給、停職又は免職の処分をすることです。
　令和４年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　 処分の種類
　処分事由

免職

2人

　　　　　　　　　　　　　　　処分の種類
 処分事由

法令に違反した場合

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、
過員を生じた場合

職に必要な適格性を欠く場合

降　任

2人

368人

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定める事由による場合

　分限処分とは、勤務実績が良くない場合、心身の故障の場合、又はその職に必要な適格性を欠く場合等の一定の事由
がある場合、地方公務員法第２８条の規定に基づき、休職等の処分をすることです。
　令和４年度の分限処分の状況は、次のとおりです。

1人

3人 1人

5人

2人

1人

3人

1人

1人 4人
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７ 服務の状況 

(1)職務に専念する義務の免除

(2)営利企業等への従事許可

  (ｷ)　国又は地方公共団体の機関、学校その他の団体から委嘱を受けて、講演講義等をする場合

  (ｸ)　職務上の教養に資する講演会又は講習会に出席する場合

  (ｲ)　地方公務員災害補償法第５１条第２項の規定により審査請求若しくは再審査請求をし、又は同法第６０
　　　条第１項の規定により出頭する場合

  (ｳ)　地方公務員法第４６条の規定により勤務条件に関する措置の要求をし、又は同法第４９条の２第１項の
       規定により不利益処分に関する審査請求をする場合

  (ｻ)　人事委員会が特に認めた場合

ウ　その他特に任命権者又はその委任を受けた者の承認を得た場合

エ　人事委員会が定める場合

　(ｱ)　在勤庁の事務又は事業運営上の必要に基づき、事務又は事業の全部又は一部を停止した場合

職務に専念する義務の免除が認められる場合

  (ｴ)　地方公務員法第５５条第１１項の規定により、当局に対して不満を表明し、又は意見を申し出る場合

  (ｵ)　教育公務員特例法第１７条第１項の規定により、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する他の
　　　事業若しくは事務を行う場合

  (ｶ)　職務に関し、国又は他の地方公共団体若しくはその他の公益団体の職を兼ね、その職に属する事務
　　　を行う場合

　職員は、地方公務員法第３５条に基づき、職務に専念する義務を有していますが、条例及び規則により、次の場合におい
ては、当該義務が免除されます。

　職員は、地方公務員法第３８条に基づき営利企業等への従事が制限されていますが、人事委員会規則に定める許可基
準を満たし、かつ任命権者の許可を受けた場合には、営利企業等に従事することができます。

許　可　の　基　準

次のいずれにも該当する場合

ア　職務の遂行に支障を及ぼすおそれがないもの

  (ｹ)　新採用及び転勤のために旅行する場合

イ　当該職員の職との間に特別の利害関係がなく、又はその発生のおそれがないもの

ウ　公務員としての信用を傷つけるおそれがないもの

エ　その他法の精神に反しないと認められるもの

  (ｺ)　職務上必要な試験を受験する場合

ア　研修を受ける場合

イ　厚生に関する計画の実施に参加する場合

27



８ 退職管理の状況

(1)再就職に関する規制等

1）元職員による働きかけの規制

2）再就職情報の届出

(2)退職者の再就職の状況

（令和5年8月1日現在）

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

（公財）山口きらめき財団

国の部課長級相当職（部局長等を除く所
属長以上）の職に就いていた再就職者

全ての再就職者

　職員の退職管理の適正を確保するため、地方公務員法第38条の2及び職員の退職管理に関する条例等により、再就職
に関する規制等を実施しています。

　元職員による、離職前の職務に関する現職職員への働きかけを禁止しています。なお、退職時の職位に応じた規制の内
容は、次のとおりです。

根拠規定

県条例 同上

R5.3.31

庶務課長

R5.3.31

岡村　健

山本　敏和

　課長級以上（管理職手当受給者）の退職職員の再就職の状況は、以下のとおりです。

ア 知事部局等

R5.3.31

再就職先役職等
再就職
年月日

再就職先名称

代表取締役社長

柳井県民局長

離職前５年間の職務

在職中に自らが最終決裁権者として決定した
契約・処分

主体 期間

２年間

R5.4.1

中原　重政 萩県税事務所次長

定めなし

小野田赤十字病院

山本　聡

理事長

地方公務員法

繁永　俊之

（公財）山口県ひとづくり財団十種ヶ峰青少年自然の家

三田八幡宮

 （一財）自治体衛星通信機構山口管制局

事務長

禰宜

（有）タケヒロ

（一財）山口県国際総合センター

岩国空港ビル（株）

働きかけの禁止となる対象

山本　明男

理事長

環境学習推進センター所長

理事兼事務局長

R5.5.31

R5.4.1

R5.4.1

周南県民局長

常務理事

福祉研修部主任

斉藤　肇

（公財）山口県国際交流協会

R5.3.31

東京事務所長

窪川　耕太郎

技術部長

家室　幸喜

事務局長

R5.4.1（社福）山口県社会福祉協議会

更生部施設長

R5.6.1

R5.4.1

香川　裕子

長門健康福祉センター次長

萩健康福祉センター保健環境部副部長

氏名

西村　英機

坂井　清

健康福祉部参事

R5.4.1

R5.5.29

廣中　誠司

R5.4.1

R5.4.1

R5.4.1

R5.3.31

R5.3.31

離職前５年より前に同職に就いていたときの職
務

長の直近下位の内部組織の長（部局長
等）の職に就いていた再就職者

２年間

R5.4.1

事務部長兼経営戦略室長

野村　由子

山本　良和

R5.3.31

R5.3.31

環境保健センター保健科学部長

山口県民局次長

産業戦略部長

環境生活部審議監

R5.3.31

R5.3.31

商工労働部理事三浦　健治

高橋　博史

R5.3.31

山口農林水産事務所農村整備部長

薬剤師

農林水産部長

（株）美祢建設コンサルタント

薬剤師

専務理事

福祉総合支援相談センター身体障害者相談部長

R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

２年間

前田　安典

周南農林水産事務所長

一般社団法人防府薬剤師会

（社福）城南学園

柳井健康福祉センター所長

退職
年月日

R5.4.1

R5.4.1

（社福）山口県社会福祉協議会

宇部県税事務所次長

消防保安課長

職員は、離職後２年間、営利企業等の地位に就こうとする場合、もしくは就いた場合には、任命権者に一定の事項を届け
出るものとしています。

R5.4.1

事務局長

専務理事兼事務局長

退職時役職名

（一社）山口県危険物安全協会連合会

（一財）山口県施設管理財団

小林　秀隆

R5.3.31

R5.4.1

R5.6.26

R5.4.1

R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

（公財）山口県ひとづくり財団

山口県児童福祉連絡会議

（一財）佐波共済会
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№

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

長門土木建築事務所次長

R5.4.1

R5.4.1

R5.3.31

農林総合技術センター次長

（公社）山口県畜産振興協会

R5.4.1

R5.4.1

小林　剛

脇屋　和久

退職
年月日

再就職先名称

参事兼業務課長

R5.4.1

農林総合技術センター畜産技術部長

農林水産部理事

水産研究センター次長

理事長

サービス課主任

技術参事

理事長

技術部長

事務局長兼常務理事

R5.3.31

事務局長

業務部長

R5.4.1

下関農林事務所森林部長

（株）リクチコンサルタント

山口県市町総合事務組合

専務理事

（一社）山口県農業会議

周南工業用水道事務所長

監査委員事務局長

監査委員事務局次長

土木建築部審議監

R5.4.1

R5.4.1

水産研究センターかいせい船長

R5.4.1

R5.4.1

R5.4.1

農地中間管理事業部アドバイザー

R5.4.1

常務理事

R5.4.21

R5.7.1

南野　正博

増野　卓也

ＮＴＣコンサルタンツ（株）

（公財）やまぐち農林振興公社

（株）ヒロコン

R5.7.1

（一社）山口県建設業協会

R5.6.27

R5.4.1

R5.6.1

氏名 退職時役職名
再就職
年月日

R5.4.1

R5.3.31

R5.3.31

（一財）山口県建設技術センター

R5.3.31

再就職先役職等

会計年度任用職員

管理部施設課長

山口営業所顧問

森林部アドバイザー

本多　昭洋

R5.3.31

山口県商工会連合会

坂田　修

近道　清志

R5.3.31

防府土木建築事務所次長

宇部土木建築事務所次長

労働委員会事務局長

事務局長

中野　英樹

山下　隆志

 （社福）恩賜財団済生会支部山口県済生会

長門農林水産事務所長

三浦　忠

R5.3.31

下関農林事務所農村整備部長

下関農林事務所長

森本　真司 宇部港湾管理事務所長

松田　一宏

（一財）山口県施設管理財団

農地管理課長

山口営業所顧問

R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

野村　実

秋本　浩之

R5.3.31

大村　康一郎

R5.3.31

（公財）やまぐち農林振興公社

今村　政裕

（公財）山口県私学教育振興財団

企業局長

（公財）やまぐち農林振興公社

若崎　賞

R5.3.31

（公社）山口県栽培漁業公社

（株）チェリーコンサルタント

萩農林水産事務所

（公財）山口県ひとづくり財団沖村　卓

藏藤　共存

R5.3.31
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（令和5年8月1日現在）

№

39

40

41

42

43

44

45

46

47

（令和5年8月1日現在）

№

48

49

50

51

52

53

54

R4.3.31

R5.3.31

学生部 参事

嘱託職員

柳井高等学校長

主任

小島　裕二

R5.3.31 株式会社ホーエー　

山口県立防府商工高等学校事務長

准教授

イ 教育委員会

氏名

再就職先役職等

藤村慎一郎 R5.3.31

R5.3.31

R5.3.31

（一社）山口県指定自動車学校協会

R5.3.31 学校法人鶴学園　広島工業大学

R5.3.31

高橋　 　等

R5.3.31

山口学芸大学・山口芸術短期大学

事務局長

R5.4.1

花岡　豊 山口警察署長 R5.3.31 （株）ゆだ 嘱託社員

山本　哲 小串警察署長 R5.3.31 イズミテック

R5.3.31

福田　利光

R5.4.1

山陽小野田警察署長 R5.3.31 西日本自動車学校

吉積　俊次 山口南警察署長

R5.4.1

再就職
年月日

R5.4.1

R5.4.1

常任理事

山田　哲也

宇部商業高等学校長中尾　誠司

R5.4.1

ウ 警察本部

氏名
退職

年月日
再就職先名称

公益財団法人山口県スポーツ協会

退職
年月日

山本　強志

松本　弘美

小林　隆裕

退職時役職名

R5.4.1

再就職先役職等

R5.6.1

公益財団法人山口県栽培漁業公社 管理課長

警備所長

R5.4.1

下関西高等学校長

R5.4.1

R5.4.1

公益財団法人山口県ひとづくり財団　スポーツ交流村

一般財団法人山口県施設管理財団

学校法人宇部学園 山口芸術短期大学

関西大学

R5.4.1

退職時役職名

地域部長

警察学校長 R5.3.31

R5.4.1

山口県立徳山高等学校事務長

山口県立宇部総合支援学校事務長

下松高等学校長

衛生部作業員

再就職
年月日

競馬セキュリティサービス（株） 警備隊長

R5.4.1

R5.4.1

R5.4.1

R5.3.31 山口赤十字病院

大村　　学

防府商工高等学校長

再就職先名称

弘中　進二

管理者

広報担当参事

R5.3.31

事務長

岡山　修

奈良　澄人 萩警察署長

山口県高等自動車学校 管理者

山口県立防府高等学校事務長

課長補佐
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９ 職員の研修の状況

(1)研修の状況

　職員の勤務能率の発揮及び増進を図るため、積極的に各種研修に取り組んでいます。

 ア 一般行政職員

 イ 教職員

（注）派遣研修は実人数、その他は延べ実数です。

人数

合　　　　　計

研　　　　修　　　　名

研　　　　修　　　　名

基本研修
　初任者・新採・新任、経験者、管理職、特別支援教育

支援研修
　サテライト、課題解決型サポート

人数

1,299人

12,874人

日数

932人

1,875人
希望研修
　経験者、管理職、教科、教育相談、情報教育、特別支援教育、専門職務、社会教育等

回数

93日 5,494人

　地方自治体を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中で、「元気で存在感のある県づくり」を積極的に進めていくため
に、職員一人ひとりの意識改革と職員の自主的・主体的な能力開発を推進する必要があることから、「山口県人材育成基本
方針」を踏まえ、積極的に職員の研修を行っています。
　令和４年度には、次のとおり研修を実施しました。

　今後とも急激な変化が続くことが予想されるこれからの社会において必要となる子どもたちの生涯にわたって学び続ける
力の育成に向け、学校教育の直接の担い手である教職員の資質能力の向上を図る必要があることから、教職員一人ひとり
の適性・能力やキャリアステージのそれぞれの段階に応じた計画的・継続的な研修を実施しています。
　令和４年度には、次のとおり研修を実施しました。

54日

派遣研修等
  大学院、日本人学校、民間企業等

167日 4,573人

_

合　　　　　計

640人

27人-

一般研修
　新規採用職員、主事級、主任主事級等

パワーアップ研修
　予算編成実務、危機管理実務、説明力向上、コーチング、行政法等

5回
サポート研修
　地域接遇、セミナーパーク特別講座等

派遣研修
　中央省庁、他の地方公共団体、自治大学校、民間企業等

10回

33回 550人

82人
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 ウ 警察本部

研　　　　修　　　　名

昇任時教養
　巡査部長任用科、警部補任用科

43人

専科等教養
　部門別任用科、専科

661人

5期

合　　　　　計

2期

期数 人数

41期

　警察職員が、警察法の精神にのっとり、民主警察の本質と警察の責務とを自覚し、人格を磨き、学術を修め、実力を養
い、もって公正明朗且つ能率的に職務を遂行し得るよう教養することを目的に研修を実施しています。
　令和４年度には、次のとおり研修を実施しました。

423人34期

採用時教養
　初任科、初任補修科、一般職員初任科

195人
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１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況

(1）保健の状況

 ア 労働安全衛生管理 　

　令和４年度の安全衛生委員会等の設置状況は、次のとおりです。

 イ 健康管理 　

　令和４年度の検診受診状況は、次のとおりです。

 ウ 作業環境管理

令和４年度の作業環境測定結果は、次のとおりです。

（注）知事部局のみ

(2)福利厚生の状況

 ア 元気回復事業

－

－

特定化学物質、有機溶剤、粉じん

検査内容

胃がん（３５歳以上の全職員及び３
５歳未満の希望者）
大腸がん・子宮がん（希望者）
乳がん（３５歳もしくは４０歳以上の
希望者）

胸部エックス線撮影、血液検査ほ
か

－

知事部局等

  地方公務員法（昭和25年法律第261号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）、山口県職員健康管理規程（昭和50
年山口県訓令第２号）等の規定に基づき、労働安全衛生体制のもと、快適な作業環境の整備、職員の安全と健康の確保な
ど労働安全衛生管理に努めています。
  (注)小中学校教職員を除く。

知事部局等 備考

受診者

2,716人　

417人　

429人　

3,150人　

1,511人　

756人　

256人　

111人　

4,958人　

2,478人　

教育委員会

職員球技大会
元気回復事業

概要事業名

4,982人　3,158人　

知事部局等

作業場数

3,570人　

3,526人　

2,035人　

区分

衛生委員会

区分

胃がん

－

11所属

教育委員会

安全衛生委員会

6所属

教育委員会

50所属

警察本部 － 20所属

－ －

定期健康
診断(法定)

県・共済

乳がん

－

すべて適切である

2,176人　

289人　

区分

警察本部

　地方公務員法の規定に基づき、職員の元気回復等の事業を計画的に実施するとともに、地方公務員等共済組合法（昭
和37年法律第152号）等の規定に基づき地方職員共済組合等が実施する医療給付、年金給付等の諸事業に対して法令
等に基づき経費負担するなど、職員の福利厚生を図っています。
  (注)教育委員会については、県立学校・事務局の他、小中学校・県立大学等を含む。

警察本部

91人　

24 43

結果

実施機関

ソフトボール、バレーボールなど５種目
部局又は各地域単位で実施

対象者

大腸がん

子宮がん

がん検診
（任意）

所属数
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 イ 地方職員共済組合等に対する負担金・補助金

(3)公務災害補償

（注）小中学校教職員を含みます。

短期・長期負担金等

短期・長期負担金等

知事部局等

  地方公務員法、地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の規定に基づき、公務災害（公務執行に起因して発生
した負傷、疾病、障害、死亡等）、通勤災害に対して地方公務員災害補償基金が給付等を行っています。
　令和４年度認定件数は、次のとおりです。

166件　

計

区分

教育委員会

476千円

共済組合への負担金

項目

共済組合への負担金 5,212,981千円

金額

15,945,254千円

健康保持・疾病予防事業への補助等共済組合への補助金

共済組合への負担金

概要

警察本部

8件　

警察本部

25件　

4,769,334千円

1件　53件　

通勤災害区分 公務災害

短期・長期負担金等

6件　

教育委員会 174件　

31件　

54件　

知事部局等
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１１ 特定事業主行動計画に基づく措置の実施状況

(1)知事部局等

 ア 取組状況　

（ア)山口県庁こども参観デーの実施

新型コロナウイルスの影響で、R４年度は実施しませんでした。

（イ)各種制度の周知

（ウ)時間外勤務の縮減

 イ 数値目標に対する実績

（ア)男性職員の育児休業取得率

※ 対象者数はR4年度中に新たに育児休業取得可能となった職員

（イ)子ども出生時の男性職員の５日間以上の休暇取得率

（小・中学校を除く。）

（ウ)年次有給休暇の取得率

（小・中学校を除く。）

　男性職員について、子どもの出生時には「配偶者の出産補助休暇（３日）」を積極的に取得するとともに、２日間の年次有
給休暇を合わせて、５日間の休暇を取得するよう、意識啓発等に努めた。

目標値(R5年度末)

100％

目標値（R5年度末)

　毎月の『全庁一斉ノー残業デー』など、各種取組の徹底を図りました。

30％

取得率

36.6%

取得者数/対象者数

26人/71人 28人/28人

取得率

100.0%

目標値
(R5年度末) 取得者数/対象者数

≪参考≫女性職員の育児休業取得状況

85.9％

70.5％75％

取得率

取得率

　各種の子育て支援制度や育児休業経験者の体験談をまとめたハンドブックをイントラネットに掲載し周知を図りました。
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(2)教育委員会

 ア 取組状況　

（ア)各種制度の周知

（イ)時間外勤務の縮減

 イ 数値目標に対する実績

（ア)男性職員の育児休業取得率

※　対象者数はR4年度中に新たに育児休業取得可能となった職員（小・中学校を除く。）

（イ)子ども出生時の男性職員の５日間以上の休暇取得率

※　小・中学校を除く

（ウ)年次有給休暇の取得率

※　小・中学校を除く

18.8% 9名/ 48名 100.0% 32名/

　男性職員について、子どもの出生時には「配偶者の出産補助休暇（３日）」や「男性職員の育児参加休暇（５日）」を積極
的に取得するとともに、年次有給休暇を合わせて取得し、５日間の休暇を取得するよう、意識啓発等に努めました。

32名13％

目標値(R6年度末) 取得率

75％ 57.9％

目標値(R6年度末)

20.8％

取得者数/対象者数

　各種の子育て支援制度をまとめたリーフレットを発行し、子どもとふれあう機会の充実を図るなどの意識啓発に努めまし
た。

　毎月の『全庁一斉ノー残業デー』の取組の徹底を図りました。

取得率

目標値
(R6年度末)

取得率
取得率

80％

取得者数/対象者数
≪参考≫女性職員の育児休業取得状況
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(3)警察本部

 ア 取組状況　

（ア)女性職員の活躍推進

（イ)男性職員の育児参加の促進

（ウ)育児休業を取得する職員の円滑な職場復帰の支援

 イ 数値目標に対する実績

（ア)男性職員の育児休業取得率

※ 対象者数はR4年度中に新たに育児休業取得可能となった職員

（イ)子ども出生時の男性職員の出産補助休暇の取得率

（ウ)年次有給休暇の取得率

12日以上 （年休20日間中）

目標値
(R4年度末)

取得率 取得者数/対象者数
≪参考≫女性職員の育児休業取得状況

取得率 取得者数/対象者数

　令和３年度に県警初の女性警視１名を登用後、令和４年度もさらに１名の登用を拡大しました。
  昇任意欲向上への取組として、育児休業期間が昇任試験受験資格に影響しないよう例規を改正しました。
  マネジメントの重要性に対する理解促進のため、部外講師を招へいして幹部対象の研修会を開催しました。
  マタニティ制服を導入しました。

　警察本部直轄隊による中小規模警察署への支援要員派遣制度を開始しました。
　配偶者の妊娠報告時に育児支援制度を記載したハンドブックを手交、制度利用の意向を確認しました。
　機関誌「防長警友」に育児休業取得体験記及び上司のコメントを掲載しました。

　「育児休業をする職員に対する職場復帰支援要綱」に基づき、取得前及び復帰前に面談を実施しました。
　育児期職員に対する当直勤務経験の確保及び当直勤務免除の適正な運用を推進しました。

10％ 45.4% 54名/ 119名

80％

目標値(R4年度末) 平均取得日数

94.1％

14.1日

100.0% 32名/ 32名

  子どもの出生時における父親の特別休暇（出産補助休暇や育児参加休暇）について周知するとともに、男性職員に対し、
「配偶者の出産補助休暇（３日）」の積極的取得を奨励しました。

目標値(R4年度末) 取得率
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